
改 正 後 改 正 前 

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備   考 

２の２ 土地開

発公社に対す

る土地等（※

１）の譲渡

で、当該譲渡

に係る土地等

が独立行政法

人都市再生機

構が施行する

事業（※２）

の用に供され

るもの 

当該土地等を

※１の⑴又は⑵

に掲げる土地等

の区分に応じそ

れぞれ※２に定

める事業の用に

供するために買

い取ったもので

ある旨を証する

書類（当該土地

等の所在地の記

載があるものに

限る。） 

土地等の買取り

をする土地開発

公社 

措置法31条の２ 

２項２号の２ 

措置法規則13条

の３ １項２号

の２ 

※１  「土地

等」とは、次

に掲げる土地

等をいう。 

⑴ 被災市

街地復興

特別措置

法第５条

第１項の

規定によ

り都市計

画に定め

られた被

災市街地

復興推進

地域内に

ある土地

等 

⑵ 被災市

街地復興

特別措置

法第21条

に規定す

る住宅被

別表１ 

優良住宅地等のための譲渡に関する証明書類等の区分一覧表 

１ 優良住宅地等のための譲渡（措置法第31条の２第２項関係） 

譲渡の区分 
添付すべき 

証明書類 
発 行 者 根拠条項 備   考 

（新 設） 

-36-



改     正     後 改     正     前 

災市町村

の区域内

にある土

地等 

※２ 「独立行

政法人都市再

生機構が施行

する事業」と

は、当該譲渡

に係る土地等

が、※１の⑴

に掲げるもの

である場合に

は、被災市街

地復興特別措

置法による被

災市街地復興

土地区画整理

事業をいい、

※１の⑵に掲

げるものであ

る場合には、

都市再開発法

による第二種

市街地再開発

事業をいう。 

③ ・・・・・

（ 上 記 ① ～  

２の２に掲げ

る譲渡又は都

市再開発法に

よる市街地再

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ・・・・・

（上記①～②

に掲げる譲渡

又は都市再開

発法による市

街地再開発事 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・  
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改 正 後 改 正 前 

開発事業の施

行者である同

法第50条の２

第３項に規定

する再開発会

社に対する当

該再開発会社

の株主又は社

員である個人

の有する土地

等の譲渡に該

当するものを

除く。） 

⑪ ・・・・・ (イ) 特定の民間

再開発事業認

定申請書に基

づき認定をし

たことを証す

る 書 類

（・・・・・）の

写し 

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・ ※ ・・・・・。

⑴ 当該事業

が措置法第

37条第１項

の表の第１

号の上欄に

規定する既

成市街地等

又は措置法

令第20条の

２第14項に

規定する地

区内で施行

されるもの

であること

（・・・・・。

）。 

⑵ ・・・・・。 

業の施行者で

ある同法第50

条の２第３項

に規定する再

開発会社に対

する当該再開

発会社の株主

又は社員であ

る個人の有す

る土地等の譲

渡に該当する

も の を 除

く。） 

⑪ ・・・・・ (イ) 特定の民間

再開発事業認

定申請書に基

づき認定をし

たことを証す

る 書 類

（・・・・・） 

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・ ※ ・・・・

⑴ 当該事業

が措置法第

37条第１項

の表の第１

号に規定す

る既成市街

地等又は措

置法令第20

条の２第14

項に規定す

る地区内で

施行される

ものである

こ と

（・・・・・。

）。 

⑵ ・・・・・。 
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改     正     後 改     正     前 

⑶ ・・・・・。 

⑷ ・・・・・。 

⑫ ・・・・・

（ 上 記 ① ～  

２の２ 、⑥

～８の２に

掲げる譲渡又

は土地区画整

理法による土

地区画整理事

業の施行者で

ある同法第51

条の９第５項

に規定する区

画整理会社に

対する当該区

画整理会社の

株主又は社員

である個人の

有する土地等

の譲渡に該当

するものを除

き、・・・・・

。） 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

イ ・・・・・。 

ロ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

※４ ・・・・・。 

     

 

⑶ ・・・・・。 

⑷ ・・・・・。 

⑫ ・・・・・

（①、②、⑥

～８の２に

掲げる譲渡又

は土地区画整

理法による土

地区画整理事

業の施行者で

ある同法第51

条の９第５項

に規定する区

画整理会社に

対する当該区

画整理会社の

株主又は社員

である個人の

有する土地等

の譲渡に該当

するものを除

き、・・・・

・。） 

 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・。 

⑵ ・・・・・。 

イ ・・・・・。 

ロ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

※４ ・・・・・。 
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改     正     後 改     正     前 

 

２ 確定優良住宅地等予定地のための譲渡（措置法第31条の２第３項関係） 

⑴ 確定優良住宅地等予定地の対象となる譲渡 

区 分 添付すべき証明書類 発行者 備 考 

① ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

Ａ ・・・・・。 

Ｂ ・・・・・。 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・、表の１の⑫、⑬

若しくは⑭の一団の宅地又は⑮

の一団の住宅若しくは中高層の

耐火共同住宅の用に供すること

を約する書類（既に所轄税務署

長の承認を受けて所轄税務署長

の認定した日の通知を受けてい

る場合（下記②及び③において

「認定日の通知を受けている場

合」という。）には、当該通知に

係る文書の写し（下記②及び③

において「通知書の写し」とい

う。）） 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

② ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・・ 

Ａ ・・・・・。 

Ｂ ・・・・・。 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・、表の１の 12の２

又は 14の２ の一団の宅地の

用に供することを約する書類

（認定日の通知を受けている場

合には、通知書の写し） 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

※ ・・・・・。 

③ ・・・・・ (イ) ・・・・・ ・・・・・  

 

２ 確定優良住宅地等予定地のための譲渡（措置法第31条の２第３項関係） 

⑴ 確定優良住宅地等予定地の対象となる譲渡 

区 分 添付すべき証明書類 発行者 備 考 

① ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・ 

Ａ ・・・・・。 

Ｂ ・・・・・。 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・、表の１の⑫、⑬

若しくは⑭の一団の宅地又は⑮

の一団の住宅若しくは中高層の

耐火共同住宅の用に供すること

を約する書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

② ・・・・・ (イ) ・・・・・ 

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・・ 

Ａ ・・・・・。 

Ｂ ・・・・・。 

(ハ) ・・・・・ 

(ニ) ・・・・・、表の１の 12の２

又は 14の２ の一団の宅地の

用に供することを約する書類 

 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

※ ・・・・・。 

③ ・・・・・ (イ) ・・・・・ ・・・・・  
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改     正     後 改     正     前 

(ロ) ・・・・・、表の１の⑯の住

宅又は中高層の耐火共同住宅の

用に供することを約する書類

（認定日の通知を受けている場合

には、通知書の写し） 

(ハ) ・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

 

 

・・・・・ 

 

⑵ 特例期間の延長が認められる場合 

区 分 
特例期間の延長が 
認められる事情 

特例期間の延長期
間 延長承認の手続 

 

① ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・。 

(イ) ・・・・・ 

Ａ 申請者の氏名

及び住所又は名

称、本店若しく

は主たる事務所

の所在地及び法

人番号（法人番

号を有しない法

人にあっては、

名称及び主たる

事務 所の所 在

地）並びに当該

事業に係る事務

所等の名称、所

在地及びその代

表者その他の責

任 者 の 氏 名

（・・・・・。） 

 

② ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・、表の１の⑯の住

宅又は中高層の耐火共同住宅の

用に供することを約する書類 

 

 

(ハ) ・・・・・ 

・・・・・ 

 

 

 

 

・・・・・ 

 

⑵ 特例期間の延長が認められる場合 

区 分 
特例期間の延長が 
認められる事情 

特例期間の延長期
間 延長承認の手続 

 ① ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・。 

(イ) ・・・・・ 

Ａ 申請者の氏名

又は名称及び住

所又は本店若し

くは主たる事務

所の所在地並び

に当該事業に係

る事務所等の名

称、所在地及び

その代表者その

他の責任者の氏

名

（・・・・・。） 

 

 

 

 

 

 ② ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ 
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改 正 後 改 正 前 

③ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ Ｂ ・・・・・ 

Ｃ ・・・・・ 

Ｄ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

３の２ 表の１の

⑫の造成に関す

る事業で、特定

非常災害（特定

非常災害の被害

者の権利利益の

保全等を図るた

めの特別措置に

関する法律第２

条第１項の規定

により特定非常

災害として指定

された非常災害

をいう。以下同

じ。）に基因す

るやむを得ない

事情があるもの

（上記①～③ に

より特例期間の

延長が認められ

ている場合を含

む。） 

 当該事業につき

特定非常災害によ

り、特例期間（上

記①～③により特

例期間の延長が認

められている場合

には、当該延長後

の特例期間。以下

この項において同

じ。）内 に開発許

可を受けることが

困難であると認め

られるとして所轄

税務署長の承認を

受けた事情 

 特例期間の末日

から２年を経過す

る日までの期間内

の日で当該事業に

つき開発許可を受

けることができる

と見込まれる日と

して所轄税務署長

が認定した日の属

する年の12月31日 

 当該事業を行う者

が、所轄税務署長の

承認を受けようとす

る場合には、特例期

間の末日の属する年

の翌年１月15日まで

に、次の申請書を提

出しなければならな

い。 

(イ) 申請書記載事項

Ａ 申請者の氏名

等 

Ｂ 当該事業につ

いて、特定非常

災害により特例

期間内に開発許

可を受けること

が困難となった

事情の詳細 

Ｃ 当該事業の完

成予定年月日 

Ｄ 開発許可を受

けることができ

ると見込まれる

日 

Ｅ 既に所轄税務

署長の承認を受

けたことがある 

③ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ Ｂ ・・・・・ 

Ｃ ・・・・・ 

Ｄ ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・

Ｂ ・・・・・

（新  設） 
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改     正     後 改     正     前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  場合には、その

承認に係る所轄

税務署長が認定

した日 

(ロ) 申請書に添付す

べき書類 

Ａ 都市計画法第

30条第１項に規

定する申請書に

準じて作成した

書類 

Ｂ 当該造成に関

する事業概要書

及び設計説明書

並びに当該一団

の宅地の位置及

び区域等を明ら

かにする地形図 
     

 

６の２ 表の１の 

12の２の造成に

関する事業で、

特定非常災害に

基因するやむを

得ない事情があ

るもの（上記④

～⑥により特例

期間の延長が認

められている場

合を含む。） 

 当該事業につき

特定非常災害によ

り、特例期間（上

記④～⑥により特

例期間の延長が認

められている場合

には、当該延長後

の特例期間。以下

この項において同

じ。）内に認可を

受けることが困難

であると認められ

るとして所轄税務

署長の承認を受け

た事情 

 特例期間の末日

から２年を経過す

る日までの期間内

の日で当該事業に

つき認可を受ける

ことができると見

込まれる日として

所轄税務署長が認

定した日の属する

年の12月31日 

 当該事業を行う者

が、所轄税務署長の

承認を受けようとす

る場合には、特例期

間の末日の属する年

の翌年１月15日まで

に、次の申請書を提

出しなければならな

い。 

(イ) 申請書記載事項 

Ａ 申請者の氏名

等 

Ｂ 当該事業につ

いて、特定非常

災害により特例 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

     

 （新  設） 
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改     正     後 改     正     前 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期間内に認可を

受けることが困

難となった事情

の詳細 

Ｃ 当該事業の完

成予定年月日 

Ｄ 認可を受ける

ことができると

見込まれる日 

Ｅ 既に所轄税務

署長の承認を受

けたことがある

場合には、その

承認に係る所轄

税務署長が認定

した日 

(ロ) 申請書に添付す

べき書類 

Ａ 土地区画整理

法第４条第１

項、第14条第１

項若しくは第３

項若しくは第51

条の２第１項に

規定する認可の

申請書に準じて

作成した書類 

Ｂ 当該造成に関

する事業概要書

及び設計説明書

並びに当該一団

の宅地の位置及

び区域等を明ら

かにする地形図 
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改     正     後 改     正     前 
     
     

 ９の２ 表の１の

⑬の造成に関す

る事業で、特定

非常災害に基因

するやむを得な

い事情があるも

の（上記⑦～⑨

により特例期間

の延長が認めら

れている場合を

含む。） 

 当該事業につき

特定非常災害によ

り、特例期間（上

記⑦～⑨により特

例期間の延長が認

められている場合

には、当該延長後

の特例期間。以下

この項において同

じ。）内に開発許

可を受けることが

困難であると認め

られるとして所轄

税務署長の承認を

受けた事情 

 

 特例期間の末日

から２年を経過す

る日までの期間内

の日で当該事業に

つき開発許可を受

けることができる

と見込まれる日と

して所轄税務署長

が認定した日の属

する年の12月31日 

 当該事業を行う者

が、所轄税務署長の

承認を受けようとす

る場合には、特例期

間の末日の属する年

の翌年１月15日まで

に、次の申請書を提

出しなければならな

い。 

(イ) 申請書記載事項 

Ａ 申請者の氏名

等 

Ｂ 当該事業につ

いて、特定非常

災害により特例

期間内に開発許

可を受けること

が困難となった

事情の詳細 

Ｃ 当該事業の完

成予定年月日 

Ｄ 開発許可を受

けることができ

ると見込まれる

日 

Ｅ 既に所轄税務

署長の承認を受

けたことがある

場合には、その

承認に係る所轄

税務署長が認定

した日 

     
     

 （新  設） 
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改     正     後 改     正     前 
    (ロ) 申請書に添付す

べき書類 

Ａ 都市計画法第

30条第１項に規

定する申請書に

準じて作成した

書類 

Ｂ 当該造成に関

する事業概要書

及び設計説明書

並びに当該一団

の宅地の面積、

位置及び区域等

を明らかにする

地形図 
     

 10の２ 上記⑩に

掲げる事業で、

特定非常災害に

基因するやむを

得ない事情があ

るもの（上記⑩

により特例期間

の延長が認めら

れている場合を

含む。） 

 当該事業につき

特定非常災害によ

り、特例期間（上

記⑩により特例期

間の延長が認めら

れている場合に

は、当該延長後の

特例期間。以下こ

の項において同

じ。）内に優良宅

地認定を受けるこ

とが困難であると

認められるとして

所轄税務署長の承

認を受けた事情 

 特例期間の末日

から２年を経過す

る日までの期間内

の日で当該事業に

つき優良宅地認定

を受けることがで

きると見込まれる

日として所轄税務

署長が認定した日

の属する年の12月

31日 

 

 

 

 

 

 

 

 当該事業を行う者

が、所轄税務署長の

承認を受けようとす

る場合には、特例期

間の末日の属する年

の翌年１月15日まで

に、次の申請書を提

出しなければならな

い。 

(イ) 申請書記載事項 

Ａ 申請者の氏名

等 

Ｂ 当該事業につ

いて、特定非常

災害により特例

期間内に優良宅

地認定を受ける

ことが困難とな 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

     

 （新  設） 
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改     正     後 改     正     前 
    った事情の詳細 

Ｃ 当該事業の完

成予定年月日 

Ｄ 優良宅地認定

を受けることが

できると見込ま

れる日 

Ｅ 既に所轄税務

署長の承認を受

けたことがある

場合には、その

承認に係る所轄

税務署長が認定

した日 

(ロ) 申請書に添付す

べき書類 

Ａ 優良宅地認定

申請書に準じて

作成した書類 

Ｂ 当該造成に関

する事業概要書

及び設計説明書

並びに当該一団

の宅地の面積、

位置及び区域等

を明らかにする

地形図 
     

 13の２ 表の１の 

14の２の造成に

関する事業で、

特定非常災害に

基因するやむを

得ない事情があ 

 当該事業につき

特定非常災害によ

り、特例期間（上

記⑪～⑬により特

例期間の延長が認

められている場合 

 特例期間の末日

から２年を経過す

る日までの期間内

の日で当該事業に

つき優良宅地認定

を受けることがで 

 当該事業を行う者

が、所轄税務署長の

承認を受けようとす

る場合には、特例期

間の末日の属する年

の翌年１月15日まで 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

     

 （新 設） 
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改     正     後 改     正     前 
 るもの（上記⑪

～⑬により特例

期間の延長が認

められている場

合を含む。） 

には、当該延長後

の特例期間。以下

この項において同

じ。）内に優良宅

地認定を受けるこ

とが困難であると

認められるとして

所轄税務署長の承

認を受けた事情 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

きると見込まれる

日として所轄税務

署長が認定した日

の属する年の12月

31日 

に、次の申請書を提

出しなければならな

い。 

(イ) 申請書記載事項 

Ａ 申請者の氏名

等 

Ｂ 当該事業につ

いて、特定非常

災害により特例

期間内に優良宅

地認定を受ける

ことが困難とな

った事情の詳細 

Ｃ 当該事業の完

成予定年月日 

Ｄ 優良宅地認定

を受けることが

できると見込ま

れる日 

Ｅ 既に所轄税務

署長の承認を受

けたことがある

場合には、その

承認に係る所轄

税務署長が認定

した日 

(ロ) 申請書に添付す

べき書類 

Ａ 優良宅地認定

申請書に準じて

作成した書類 

Ｂ 当該造成に関

する事業概要書

及び設計説明書 
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改 正 後 改 正 前 

並びに当該一団

の宅地の位置及

び区域等を明ら

かにする地形図 

16の２ 表の１の

⑮の建設に関す

る事業で、特定

非常災害に基因

するやむを得な

い事情があるも

の（上記⑭～⑯

により特例期間

の延長が認めら

れている場合を

含む。） 

 当該事業につき

特定非常災害によ

り、特例期間（上

記⑭～⑯により特

例期間の延長が認

められている場合

には、当該延長後

の特例期間。以下

この項において同

じ。）内に優良住

宅認定を受けるこ

とが困難であると

認められるとして

所轄税務署長の承

認を受けた事情 

 特例期間の末日

から２年を経過す

る日までの期間内

の日で当該事業に

つき優良住宅認定

を受けることがで

きると見込まれる

日として所轄税務

署長が認定した日

の属する年の12月

31日 

 当該事業を行う者

が、所轄税務署長の

承認を受けようとす

る場合には、特例期

間の末日の属する年

の翌年１月15日まで

に、次の申請書を提

出しなければならな

い。 

(イ) 申請書記載事項

Ａ 申請者の氏名

等 

Ｂ 当該事業につ

いて、特定非常

災害により特例

期間内に優良住

宅認定を受ける

ことが困難とな

った事情の詳細 

Ｃ 当該事業の完

成予定年月日 

Ｄ 優良住宅認定

を受けることが

できると見込ま

れる日 

Ｅ 既に所轄税務

署長の承認を受

けたことがある

場合には、その 

（新 設） 
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改 正 後 改 正 前 

承認に係る所轄

税務署長が認定

した日 

(ロ) 申請書に添付す

べき書類 

Ａ 優良住宅認定

申請書に準じて

作成した書類 

Ｂ 当該建設に関

する事業概要書

並びに当該建設

を行う場所及び

区域等を明らか

にす る地形 図

（中高層の耐火共

同住宅について

は、各階の平面

図を含む。） 

17の２ 上記⑰に

掲げる事業で、

特定非常災害に

基因するやむを

得ない事情があ

るもの（上記⑰

により特例期間

の延長が認めら

れている場合を

含む。） 

 当該事業につき

特定非常災害によ

り、特例期間（上

記⑰により特例期

間の延長が認めら

れている場合に

は、当該延長後の

特例期間。以下こ

の項において同

じ。）内に検査済

証の交付を受ける

ことが困難である

と認められるとし

て所轄税務署長の

承認を受けた事情 

 特例期間の末日

から２年を経過す

る日までの期間内

の日で当該事業に

つき検査済証の交

付を受けることが

できると見込まれ

る日として所轄税

務署長が認定した

日の属する年の12

月31日 

当該事業を行う者

が、所轄税務署長の

承認を受けようとす

る場合には、特例期

間の末日の属する年

の翌年１月15日まで

に、次の申請書を提

出しなければならな

い。 

(イ) 申請書記載事項

Ａ 申請者の氏名

等 

Ｂ 当該事業につ

いて、特定非常

災害により特例 

（新 設） 
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改 正 後 改 正 前 

期間内に検査済

証の交付を受け

ることが困難と

なった事情の詳

細 

Ｃ 当該事業の完

成予定年月日 

Ｄ 検査済証の交

付を受けること

ができると見込

まれる日 

Ｅ 既に所轄税務

署長の承認を受

けたことがある

場合には、その

承認に係る所轄

税務署長が認定

した日 

(ロ) 申請書に添付す

べき書類 

Ａ 建築基準法第

６条第１項に規

定する確認の申

請書に準じて作

成した書類 

Ｂ 当該建設に関

する事業概要書

及び当該建設を

行う場所及び区

域等を明らかに

する地形図 
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改     正     後 改     正     前 

別表２ 

 

収用証明書の区分一覧表 
 

区   分 内   容 発 行 者 根拠条項 備   考 

     

51の２ 土地区画整理

法による土地区画整

理事業で同法第109条

第１項に規定する減

価補償金を交付すべ

きこととなるものに

係る公共施設の用地

に充てるために土地

等が買い取られた場

合 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・

（当該事業

の施行者

が市町村

である場

合には、都

道府県知

事）の承認

を受けて

当該事業

の施行区

域（土地区

画整理法

第２条第

８項に規

定する施

行区域を

いう。）内

にある当

該土地等

を買い取

ったもの

であり、か

つ、当該土

地等を当

該公共施

設の用地

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・  

別表２ 

 

収用証明書の区分一覧表 
 

区   分 内   容 発 行 者 根拠条項 備   考 

     

51の２ 減価補償金を

交付すべきこととな

る土地区画整理事業

に係る公共施設の用

地に充てるため土地

等が買い取られた場

合 

(イ) ・・・・・ 

(ロ) ・・・・・

（当該事業

の施行者

が市町村

である場

合には、都

道府県知

事）の承認

を受けて

当該事業

の施行区

域内にあ

る当該土

地等を買

い取った

ものであ

り、かつ、

当該土地

等を当該

公共施設

の用地と

して登記

した旨の

証明 

 

 

 

・・・・・ 

・・・・・ 

・・・・・  

-52-



改     正     後 改     正     前 

として登

記した旨

の証明 

51の３ 地方公共団体

又は独立行政法人都

市再生機構が被災市

街地復興特別措置法

第５条第１項の規定

により都市計画に定

められた被災市街地

復興推進地域におい

て施行する被災市街

地復興土地区画整理

事業で土地区画整理

法第109条第１項に規

定する減価補償金を

交付すべきこととな

るものの施行区域内

にある土地等につい

て、これらの者が当該

被災市街地復興土地

区画整理事業として

行う公共施設の整備

改善に関する事業の

用に供するためにこ

れらの者（土地開発公

社を含む。）に買い取

られた場合 

(イ) 当該被

災市街地

復興土地

区画整理

事業が減

価補償金

を交付す

べきこと

となる土

地区画整

理法によ

る土地区

画整理事

業となる

ことが確

実である

と認めら

れる旨の

証明 

(ロ) 当該被

災市街地

復興土地

区画整理

事業に係

る公共施

設の整備

改善に関

する事業

の用地に

充てるた

めの土地

国土交通大

臣（当該被災

市街地復興

土地区画整

理事業の施

行者が市町

村である場

合は、都道府

県知事） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該被災市

街地復興土

地区画整理

事業の施行

者 

措置法33条

１項３号の

６ 

措置法規則

14条５項５

号の11 

※ 「代行買収」

とは、事業の施

行者に代わり、

都道府県、市町

村その他政令

（被災市街地復

興特別措置法施

行令（平成７年

政令第36号）第

５条）で定める

者（独立行政法

人都市再生機

構、独立行政法

人中小企業基盤

整備機構、地方

住宅供給公社及

び土地開発公

社）が行う当該

土地及び土地の

上に存する資産

の買取りをいう

（被災市街地復

興特別措置法第

８条）。 

 

 

 

（新 設） 
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改 正 後 改 正 前 

等の買取

りにつき

国土交通

大臣（当該

被災市街

地復興土

地区画整

理事業の

施行者が

市町村で

ある場合

は、都道府

県知事）の

承認を受

けて当該

被災市街

地復興土

地区画整

理事業の

施行区域

（土地区画

整理法第

２条第８

項に規定

する施行

区域をい

う。）内に

ある当該

土地等を

買い取っ

た旨の証

明（当該土

地等の所

在地及び
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改 正 後 改 正 前 

面積並び

に当該土

地等の買

取りの年

月日及び

買取りの

対価の額

の記載が

あるもの

に限るも

のとし、代

行 買 収

（※）の場

合にあっ

ては、当該

代行買収

を行う者

の名称及

び所在地

の記載が

あるもの

に限る。） 

51の４ 地方公共団体

又は独立行政法人都

市再生機構が被災市

街地復興特別措置法

第21条に規定する住

宅被災市町村の区域

において施行する都

市再開発法による第

二種市街地再開発事

業の施行区域（都市計

画法第12条第２項の

規定により第二種市

次に掲げる

証明（当該土

地等の所在

地及び面積

並びに当該

土地等の買

取りの年月

日及び買取

りの対価の

額並びに当

該第二種市

街地再開発

国土交通大

臣 

措置法33条

１項３号の

７ 

措置法規則

14条５項５

号の12 

※ 「代行買収」

については、 

51の３の「備考」

欄の※参照 

（新 設） 
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改 正 後 改 正 前 

街地再開発事業につ

いて都市計画に定め

られた施行区域をい

う。）内にある土地等

について、当該第二種

市街地再開発事業の

用に供するためにこ

れらの者（土地開発公

社を含む。）に買い取

られた場合 

事業の施行

者の名称及

び所在地（代

行買収（※）

の場合にあ

っては、当該

施行者の名

称及び所在

地並びに当

該代行買収

を行う者の

名称及び所

在地）の記載

があるもの

に限る。） 

(イ) 当該土

地等が当

該第二種

市街地再

開発事業

の施行区

域内の土

地等であ

り、かつ、

当該事業

の用に供

されるこ

とが確実

であると

認められ

る旨の証

明 

(ロ) 当該第

二種市街
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改 正 後 改 正 前 

地再開発

事業につ

き都市再

開発法第

51条第１

項又は第

58条第１

項の規定

による認

可がある

ことが確

実である

と認めら

れる旨の

証明 
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改 正 後 改 正 前 

別表３ 

特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表 

区 分 内  容 発 行 者 根拠条項 備 考 

３の２ ・・・・・ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) 土地等が緑

地保全・緑化

推進法人（※）

に買い取られ

る場合 都市

緑地法第17条

第３項の規定

により当該土

地等を買い取

ったものであ

る旨、当該土

地等の買取り

をする者が当

該緑地保全・

緑化推進法人

に該当する旨

及び当該土地

等の買取りが

措置法令第22

条の７第２項

各号に掲げる

要件を満たす

ものである旨

を証する書類 

・・・・・

当該緑地保全・

緑化推進法人を

都市緑地法第17

条第２項の規定

により買入れの

相手方として定

めた地方公共団

体の長 

・・・・・ ※ 「緑地保

全・緑化推進

法人」とは、

都市緑地法第

17条第２項に

規定する緑地

保全・緑化推

進法人（公益

社 団 法 人

（・・・・・。）

又は公益財団

法人（・・・・・。）

であって、そ

の定款におい

て、その法人

が解散した場

合にその残余

財産が地方公

共団体又は当

該法人と類似

の目的をもつ

他の公益を目

的とする事業

を行う法人に

帰属する旨の

定めがあるも

のに限る。）を

いう。 

別表３ 

特定土地区画整理事業等に関する証明書の区分一覧表 

区 分 内 容 発 行 者 根拠条項 備 考 

３の２ ・・・・・ ・・・・・

(イ) ・・・・・

(ロ) 土地等が緑

地管理機構等

（※）に買い取

られる場合 

同条第３項の

規定により当

該土地等を買

い取ったもの

である旨、当

該土地等の買

取りをする者

が当該緑地管

理機構等に該

当する旨及び

当該土地等の

買取りが措置

法令第22条の

７第２項各号

に掲げる要件

を満たすもの

である旨を証

する書類 

・・・・・

当該緑地管理機

構等を都市緑地

法第17条第２項

の規定により買

入れの相手方と

して定めた地方

公共団体の長 

・・・・・ ※ 「緑地管理

機構等」とは、

都市緑地法第

17条第２項に

規定する緑地

管理機構又は

特定緑地管理

機構（都市の

低炭素化の促

進に関する法

律第46条第１

項の規定によ

り指定された

特定緑地管理

機構で都市緑

地法第69条第

１号ハに掲げ

る業務を行う

ものをいう。）

のうち、公益

社 団 法 人

（・・・・・。）

又は公益財団

法人（・・・・・。）

であって、そ

の定款におい

て、その法人

が解散した場
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改 正 後 改 正 前 

④ ・・・・・（地

方公共団体が

財産を提供し

て設立した特

定の団体（※

１）を含む。）

に買い取られ

る 場 合

（・・・・・。） 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ 地方独立

行政法人は、

地方独立行政

法人法施行令

（平成15年政

令第486号）第

５条第３号に

掲げる博物

館・・・・・。 

⑤ 森林法第25

条若しくは第

25条の２《指

定》の規定に

より保安林と

して指定され

た区域内の土

地又は同法第

41条《指定》

の規定により

指定された保

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

当該土地の買取

りをする者 

・・・・・

合にその残余

財産が地方公

共団体又は当

該法人と類似

の目的をもつ

他の公益を目

的とする事業

を行う法人に

帰属する旨の

定めがあるも

のをいう。 

④ ・・・・・（地

方公共団体が

財産を提供し

て設立した特

定の団体（※）

を含む。）に買

い取られる場

合（・・・・・。） 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ 地方独立

行政法人は、

地方独立行政

法人法施行令

（平成15年政

令第486号）第

４条第３号に

掲げる博物

館・・・・・。 

⑤ 森林法によ

り保安林とし

て指定された

区域内の土地

又は保安施設

地区内の土地

が保安施設事

業のために国

又は地方公共

団体に買い取

られる場合 

(イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

当該土地の買い

取りをする者 

・・・・・
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改 正 後 改 正 前 

安施設地区内

の土地が同条

第３項に規定

する保安施設

事業のために

国又は地方公

共団体に買い

取られる場合 
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改 正 後 改 正 前 

別表４ 

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 

区 分 内 容 発 行 者 根拠条項 備 考 

④ 公有地の拡

大の推進に関

する法律第６

条第１項《土

地の買取りの

協議》の協議

に基づき地方

公 共 団

体、・・・・

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・

⑤ 特定空港周

辺航空機騒音

対策特別措置

法第４条第１

項《航空機騒

音障害防止地

区及び航空機

騒音障害防止

特別地区》に

規定する航空

機騒音障害防

止特別地区内

にある土地が

同法第９条第

２項《移転の

補償等》・・・・・ 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・

別表４ 

特定住宅地造成事業等に関する証明書の区分一覧表 

区 分 内 容 発 行 者 根拠条項 備 考 

④ 公有地の拡

大の推進に関

する法律第６

条第１項《土

地の買取り義

務》の協議に

基づき地方公

共団体、・・・・・ 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・

⑤ 特定空港周

辺航空機騒音

対策特別措置

法第４条第１

項《航空機騒

音障害防止特

別地区》に規

定する航空機

騒音障害防止

特別地区内に

ある土地が同

法第９条第２

項《土地の買

入れ》・・・・・ 

・・・・・ ・・・・・ ・・・・・
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改 正 後 改 正 前 

⑳ ・・・・・（同

法第27条《土

地の買取り

等》において

準用する場合

を含む。）、地

方拠点都市地

域の整備及び

産業業務施設

の再配置の促

進に関する法

律（・・・・・。）

第22条第３項

《土地の買取

り等》又は被

災市街地復興

特別措置法第

８条第３項

《土地の買取

り等》の規定

により土地等

が買い取られ

る場合

・・・・・（同法

第27条において

準用する場合を

含む。）、地方拠

点都市地域整備

等促進法第22条

第３項又は被災

市街地復興特別

措置法第８条第

３項の規定によ

り買い取ったも

のである旨を証

する書類 

・・・・・（同法

第27条において

準用する場合を

含む。）、地方拠

点都市地域整備

等促進法第22条

第２項又は被災

市街地復興特別

措置法第８条第

２項の規定によ

り、土地の買取

りの申出の相手

方として公告さ

れた者があると

きは、その者） 

・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・

（地方拠点都

市地域整備等

促進法第21条

第１項又は被

災市街地復興

特別措置法第

７条第１項）。 

21の２ 土地等

につき被災市

街地復興土地

区画整理事業

が施行された

場合におい

て、被災市街

地復興特別措

置法第17条第

当該土地等に

係る換地処分に

より当該土地等

のうち保留地の

対価の額に対応

する部分の譲渡

があった旨を証

する書類（当該

対価の額の記載

被災市街地復興

土地区画整理事

業の施行者 

措置法34条の２

 ２項21号の２ 

措置法規則17条

の２ １項26号 

⑳ ・・・・・（同

法第27条《土

地の買取り

等》において

準用する場合

を含む。）又は

地方拠点都市

地域の整備及

び産業業務施

設の再配置の

促進に関する

法律（・・・・・。）

第22条第３項

《土地の買取

り等》の規定

により土地等

が買い取られ

る場合

・・・・・（同法

第27条において

準用する場合を

含む。）又は地方

拠点都市地域整

備等促進法第22

条第３項の規定

により買い取っ

たものである旨

を証する書類 

・・・・・（同法

第27条において

準用する場合を

含む。）又は地方

拠点都市地域整

備等促進法第22

条第２項の規定

により、土地の

買取りの申出の

相手方として公

告された者があ

るときは、その

者） 

・・・・・ ※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・

（地方拠点都

市地域整備等

促進法第21条

第１項）。 

（新 設） 
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改 正 後 改 正 前 

１項の規定に

より保留地が

定められたこ

とに伴い当該

土地等に係る

換地処分によ

り当該土地等

のうち当該保

留地の対価の

額に対応する

部分の譲渡が

あったとき 

があるものに限

る。） 

○22  ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２

 ２項22号 

措置法規則17条

の２ １項27号 

※ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

22の２ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２

 ２項22号の２ 

措置法規則17条

の２ １項28号 

※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

※４ ・・・・・。 

○23  ・・・・・ ・・・・・

(イ) ・・・・・

・・・・・

(ロ) 鳥獣の保護

及び管理並び

に狩猟の適正

化に関する法

律第29条第１

項の規定によ

り・・・・・

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２ 

２項23号 

措置法規則17条

の２ １項29号 

※ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

○22  ・・・・・。 (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２

 ２項22号 

措置法規則17条

の２ １項26号 

※ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 

22の２ ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２

 ２項22号の２ 

措置法規則17条

の２ １項27号 

※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

※３ ・・・・・。 

※４ ・・・・・。 

○23  ・・・・・ ・・・・・

(イ) ・・・・・

・・・・・

(ロ) 鳥獣の保護

及び管理並び

に狩猟の適正

化に関する法

律第29条第１

項《特別保護

地区》の規定

により・・・・・ 

Ａ ・・・・・ 

Ｂ ・・・・・ 

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２ 

２項23号 

措置法規則17条

の２ １項28号 

※ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ ・・・・・ 
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改 正 後 改 正 前 

○24  ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２ 

２項24号 

措置法規則17条

の２ １項30号 

○25  ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２ 

２項25号 

措置法令22条の

８ 29項 

措置法規則17条

の２ １項31号 

※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 

○24  ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２ 

２項24号 

措置法規則17条

の２ １項29号 

○25  ・・・・・ (イ) ・・・・・

(ロ) ・・・・・

(ハ) ・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

措置法34条の２ 

２項25号 

措置法令22条の

８ 29項 

措置法規則17条

の２ １項30号 

※１ ・・・・・。 

※２ ・・・・・。 
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改 正 後 改 正 前 

別表５ 

農地保有の合理化等に関する証明書の区分一覧表 

区 分 内 容 発 行 者 根拠条項 備 考 

⑧ 農村地域へ

の産業の導入

の促進等に関

する法律（昭

和46年法律第

112号）第５条

第２項《実施

計画》の規定

により同条第

１項に規定す

る実施計画に

おいて定めら

れた同条第２

項第１号に規

定する産業導

入地区内の土

地等（・・・・・。）

を当該実施計

画に係る農村

地域への産業

の導入の促進

等に関する法

律第４条第２

項第４号《基

本計画》に規

定する施設用

地の用に供す

(イ) 当該土地等

の所在地が当

該産業導入地

区内であるこ

と及び当該土

地等が農用地

等（・・・・・。）

であったこと

を証する書類

(ロ) 農村地域へ

の産業の導入

の促進等に関

する法律第５

条第１項に規

定する実施計

画に係る同法

第４条第２項

第４号に規定

する施設用地

の用に供する

ために当該土

地等を買い取

ったものであ

ることを証す

る書類

当該土地等の所

在地を管轄する

市町村長 

・・・・・

・・・・・ ※ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ 木竹の生

育 に 供 さ

れ、併せて

耕作又は養

畜の業務の

ための採草

又は家畜の

放牧の目的

に供される

土地で⑴以

外のもの 

⑶ ・・・・・ 

別表５ 

農地保有の合理化等に関する証明書の区分一覧表 

区 分 内 容 発 行 者 根拠条項 備 考 

⑧ 農村地域工

業等導入促進

法第５条第３

項《農村地域

工業等導入実

施計画》の規

定により同条

第１項又は第

２項の実施計

画において定

められた工業

等導入地区内

の 土 地 等

（・・・・・。）

を当該実施計

画に係る工場

用地等に供す

るために譲渡

した場合 

(イ) 当該土地等

の所在地が当

該工業等導入

地区内である

こと及び当該

土地等が農用

地等（・・・・・。）

であったこと

を証する書類

(ロ) 農村地域工

業等導入促進

法第５条第１

項に規定する

実施計画に係

る工場用地等

の用に供する

ために当該土

地等を買い取

ったものであ

ることを証す

る書類

当該土地等の所

在地を管轄する

都道府県知事又

は市町村長 

・・・・・

・・・・・ ※ ・・・・・。 

⑴ ・・・・・ 

⑵ 木竹の生

育 に 供 さ

れ、併せて

耕作又は養

畜の業務の

ため採草又

は家畜の放

牧の目的に

供される土

地で⑴以外

のもの 

⑶ ・・・・・ 
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改 正 後 改 正 前 

るために譲渡

した場合 

⑨ ・・・・・、

当該土地等に

係る換地処分

により同法第

54条の２第４

項《換地処分

の効果及び清

算金》（同法第

89条の２第10

項《国又は都

道府県の行う

換 地 処 分

等》、・・・・・、

同法第８条第

５項第２号

《審査及び公

告等》に規定

する施設の用

若しくは同項

第３号に規定

する農用地以

外の用途に供

する土地又は

同法第53条の

３の２第１項

第１号に規定

する農用地に

供することを

予定する土地

に充てるため

同法第53条の

当該土地改良

事業に係る土地

改良事業計画に

おいて土地改良

法第８条第５項

第２号若しくは

第３号に掲げる

要件を満たす同

項の非農用地区

域を定め、又は

当該土地改良事

業に係る換地計

画において同法

第53条の３の２

第１項第１号に

規定する農用地

に供することを

予定する土地を

定めている旨及

び清算金の支払

をした旨を証す

る書類 

・・・・・ ・・・・・ ※ 「農用地」

とは、耕作の

目的又は主と

して家畜の放

牧の目的若し

くは養畜の業

務のための採

草の目的に供

される土地を

いう。 

⑨ ・・・・・、

当該土地等に

係る換地処分

により同法第

54条の２第４

項《換地処分

の効果及び清

算金》（同法第

89条の２第10

項《国又は都

道府県の行な

う換地処分

等》、・・・・・、

同法第８条第

５項第２号

《審査及び広

告等》に規定

する施設の用

若しくは同項

第３号に規定

する農用地以

外の用途に供

する土地又は

同法第53条の

３の２第１項

第１号に規定

する農用地に

供することを

予定する土地

に充てるため

同法第53条の

当該土地改良

事業に係る土地

改良事業計画に

おいて土地改良

法第８条第５項

第２号若しくは

第３号に掲げる

要件を満たす同

項の非農用地区

域を定め、又は

同法第53条の３

の２第１項第１

号に規定する農

用地に供するこ

とを予定する土

地を定めている

旨及び清算金の

支払をした旨を

証する書類 

・・・・・ ・・・・・ ※ 「農用地」

とは、耕作の

目的又は主と

して家畜の放

牧の目的若し

くは養畜の目

的に供される

土地をいう。 
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改 正 後 改 正 前 

２の２第１項

《換地を定め

ない場合等の

特例》（同法第

89条の２第３

項、・・・とき 

２の２第１項

《換地を定め

ない場合の特

例》（同法第89

条の２第３

項、・・・とき。 
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